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資　料　提　供

平成27年(2015年)滋賀県産業連関表の概要について

◆生産波及の大きさは、全産業平均1.236倍で平成23年と同じ

平成27年(2015年)産業連関表を作成しましたので公表します。

◆県内生産額は12兆3,814億円で、前回の平成23年表に比べて7.6％(年平均1.9％)の増加

◆県内生産額に占める粗付加価値の割合は、50.1%で平成23年より0.8ポイント増

◆移輸出から移輸入を引いた県際収支は移輸出超過だが、平成23年より額は減少

　産業連関表は、一定地域の１年間における生産・取引の経済活動を一覧にした統計表です。経
済の構造を明らかにするとともに、表から導き出される係数を利用して経済波及効果の測定をす
ることができます。国、都道府県が西暦末尾０または５の年を対象年に、概ね５年ごとに作成し
ています。(ｐ６「産業連関表の概要」参照）

　平成27年(2015年)滋賀県産業連関表の作成に合わせて、手軽に経済波及効果を測定できる「滋
賀県経済波及効果分析ツール」を更新しました。

①　県内生産額の推移　

　詳しいデータおよび分析ツールは、県HPに掲載しています。

　平成27年の県内生産額＊１は12
兆3,814億円で、平成23年より
7.6％(年平均1.9%)増となりまし
た。
　

　産業別(13部門*2)にみると、

製造業（寄与度＊34.3%)やサービ
ス(同1.7%)等が増加する一方
で、公務(同△0.3%)、建設(同△
0.2%)が減少しました。
　

増減率(%)

平成23年 平成27年 平成23年 平成27年 平成23～27年

11,502,847 12,381,389 100.0 100.0 7.6 -

01 農林漁業 77,681 78,514 0.7 0.6 1.1 0.0

02 鉱業 6,460 4,315 0.1 0.0 △ 33.2 △ 0.0

03 製造業 6,074,984 6,565,865 52.8 53.0 8.1 4.3

04 建設 580,191 554,630 5.0 4.5 △ 4.4 △ 0.2

05 電力・ガス・水道 177,065 252,348 1.5 2.0 42.5 0.7

06 商業 513,799 549,591 4.5 4.4 7.0 0.3

07 金融・保険 260,258 319,443 2.3 2.6 22.7 0.5

08 不動産 712,469 749,731 6.2 6.1 5.2 0.3

09 運輸・郵便 390,676 415,847 3.4 3.4 6.4 0.2

10 情報通信 230,033 248,720 2.0 2.0 8.1 0.2

11 公務 373,605 342,885 3.2 2.8 △ 8.2 △ 0.3

12 サービス 2,049,316 2,245,890 17.8 18.1 9.6 1.7

13 分類不明 56,310 53,610 0.5 0.4 △ 4.8 △ 0.0

産 業 計
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県内生産額(100万円) 構成比(％)
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②　粗付加価値と中間投入　

③　県際収支　

　移輸出*4から移輸入*5を引いた県際収支は、2,939億円(平成23年に比べて32.4％減)で、移輸
出が移輸入に比べて多い移輸出超過となっています。

　時系列でみると、平成17年が4,661億円、23年が4,349億円で、27年が2,939億円と移輸出超

過が続いていますが、額は減少しました。23年から変化が大きかった産業(37部門)は、窯業・

土石製品(4,035億円→2,624億円）、飲食料品(△528億円→846億円)等です。

　また、移輸出超過の大きい部門は、電気機械、輸送機械、プラスチック・ゴム製品等で、移

輸入超過の大きい部門は、鉄鋼、石油・石炭製品、非鉄金属等となっています。

　県内生産額12兆3,814億円のう
ち、生産活動によって新たに加え
られた粗付加価値は6兆2,082億円
で、平成23年より0.8ポイント増加
して50.1％となりました。

　一方、生産のために必要となっ
た原材料･燃料等の中間投入は6兆
1,731億円で、中間投入率は49.9％
となりました。
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(資料についての注意)

1

2

《用語の解説》

＊３　寄与度：上昇または低下の増減分に対して内訳分の増減分がどれだけかを示す。

＊６　生産波及の大きさ：ある部門の最終需要(県産品)が１単位発生した時に、産業全体としての生産波及の大きさ
が直接･間接に、どのくらいになるかを示す。

　前回(平成23年表)および前々回(平成17年表)とは部門分類が異なっており、また、概念、定義あるいは推計方
法に変更があった部門もありますので、比較には注意してください。

　表の数値は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがあります。

＊１　県内生産額：県内に所在する各産業の生産活動によって生み出された、財･サービスの生産額（一般的に出荷
額や売上高と呼ばれるものに近い）のこと。

　生産波及の倍率が大きい部門は、水道(1.392倍)、情報通信(1.320倍)、鉱業(1.318倍)等で
す。

＊５　移輸入：輸入および移入から構成され、国外で生産され県内で需要されたものが輸入、国内の他の府県で生産
され県内で需要されたものが移入。

＊２　部門：財・サービスの約3,300品目を産業部門の細かさの順に、統合中分類(107部門)、総合大分類(37部門)、
ひな型分類(13部門)に統合して作成。(部門分類数は総務省「平成27年(2015年)産業連関表」に準拠。)

④　生産波及の大きさ

　１単位当たりの最終需要に対する生産波及の大きさ
＊6
を37部門表でみると、全産業平均は

1.236倍で、平成23年と同じとなりました。

　県経済の中心である製造業の波及効果倍率は、1.205倍でした。製造業の中では、輸送機械

(1.315倍)、飲食料品(1.263倍)、パルプ・紙・木製品(1.247倍)等の波及効果倍率が大きく

なっています。

＊４　移輸出：輸出および移出から構成され、国外の需要をまかなうために生産されたものが輸出、国内の他の都道
府県の需要をまかなうために生産されたものが移出。

波及効果 全産業中上位５部門 波及効果 製造業中上位５部門

(注）「事務用品」、「分類不明」を除きます。

波及効果倍率

水道 1.392

情報通信機器 1.320

鉱業 1.318

輸送機械 1.315

運輸・郵便 1.274

(参考)全産業平均 1.236

波及効果倍率

輸送機械 1.315

飲食料品 1.263

パルプ・紙・木製品 1.247

その他の製造工業製品 1.231

鉄鋼 1.223

(参考)製造業平均 1.205
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「１　需要」

「３　建設」

「２　生産」

波及効果倍率は1.07倍、就業者誘発数は、2,694人となります。

「滋賀県経済波及効果分析ツール」は金額や人数を入力するだけで、簡単に経済波及効果の分
析をすることができます。利用の前には、分析にあたっての条件や注意などを説明した「利用
説明」（HPに掲載）をお読みください。

　次の４種類のツールがありますので、求める分析内容によってファイル（Excel）を選択し
て利用してください。

・消費や投資など需要の増加による波及効果を求めます。一般的な波及効果分析には、この
パターンがよく利用されます。

・需要の増加ではなく、生産の増加（例：新工場建設による操業開始等）による波及効果を
求めます。

・公共施設や道路など建築・土木関係の工事による波及効果を求めます。
・ファイル「①需要」でも分析することはできますが、工事種別に分けることによって、よ
り細かい分析を行うことができます。

「４　観光(イベント)」
・各種大会やイベントの開催により、県内を訪れた宿泊客数、日帰り客数をもとに、観光消
費による波及効果を求めることができます。
・宿泊・日帰り客による観光消費のみを対象にしていますので、大会等の開催に伴う需要増
加や施設の建設等は、別途、ファイル「①需要」または「③建設」によって求めます。

例 滋賀県経済波及効果分析ツールの利用例

　100億円の需要が「生産用機械」「建設」｢医療･福祉｣にそれぞれ生じた場合

⑤　産業連関表の利用－滋賀県経済波及効果分析ツールの利用について－

*1

*2

*3

県外産あり (倍)

購入者価格

(単位：百万円)

需　要　額

01 農林漁業 0
02 鉱業 0
03 飲食料品 0
04 繊維製品 0
05 パルプ・紙・木製品 0
06 化学製品 0
07 石油・石炭製品 0
08 プラスチック・ゴム製品 0
09 窯業・土石製品 0
10 鉄鋼 0
11 非鉄金属 0

12 金属製品 0
13 はん用機械 0

14 生産用機械 10,000
15 業務用機械 0 *4
16 電子部品 0
17 電気機械 0 *5

18 情報通信機器 0
19 輸送機械 0
20 その他の製造工業製品 0
21 建設 10,000
22 電力・ガス・熱供給 0
23 水道 0
24 廃棄物処理 0
25 商業 0
26 金融・保険 0
27 不動産 0
28 運輸・郵便 0
29 情報通信 0
30 公務 0
31 教育・研究 0
32 医療・福祉 10,000
33 他に分類されない会員制団体 0
34 対事業所サービス 0
35 対個人サービス 0
36 事務用品 0
37 分類不明 0

合　計 30,000

部　門　名

価　格　の　区　分

 ・県内産のみ：需要(消費)が県内産のみの場合

・県外産あり：需要(消費)が県外産も含む場合(県内･県外産不明を

含みます｡)

第２次波及
効      果

*3 雇用者所得誘発額：雇用者所得は民間､政府等に雇用されている者に対して労働の報酬として支払われる現金､

現物のいっさいの所得。雇用者所得誘発額は生産が誘発されることに伴って誘発される雇用者所得の額。

1.07

・購入者価格：消費者が通常､店で購入するときの価格で､流通コス

ト(商業ﾏｰｼﾞﾝ､貨物運賃)を含みます。

 ・生産者価格：生産者が出荷するときの価格

県内産･県外産の区分

(単位：百万円､四捨五入のため合計と内訳は必ずしも一致しません。)

(1) 「県内産･県外産の区分」と ｢価格の区分 ｣の
リストから､それぞれ該当する区分を選択してくだ
さい (黄色のセルをクリックして▼マークを押す
と､リストが表示されます)。

(2) ｢需要額｣(黄色のセル)の該当部門に ､数値を
入力してください(部門の詳しい分類は ､シート ｢⑤
分類｣を参照してください)。

(3) 右の結果表に分析結果､シート｢②フロー ｣に
波及効果のフロー図が表示されます。

11,107

*2 粗付加価値誘発額：粗付加価値は生産活動によって新たに付け加えられた価値で､雇用者所得､営業余剰､資本

減耗引当等で構成される。粗付価値誘発額は生産が誘発されることに伴って誘発される粗付加価値の額。

(単位：人､四捨五入のため合計と内訳は必ずしも一致しません。)

31,994

合      計
（総合効果）

直 接 効 果
第１次波及
効      果

第２次波及
効      果

*1 生産誘発額：最終需要をまかなうために直接･間接に必要となる県内生産の額。

23,085 4,735 4,173

17,858
粗付加価値
誘  発  額

1,004

12,432 2,716

(単位：人､四捨五入のため合計と内訳は必ずしも一致しません。)

*4 就業者誘発数：生産誘発によって創出される個人業主､家族従業者､有給役員および雇用者(常用雇用者､臨時･

日雇)の総数。

*5 雇用者誘発数：生産誘発によって創出される有給役員および雇用者(常用雇用､臨時･日雇)の総数。

2,694

雇　用　者
誘  発  数

1,758 286 248 2,292

就　業　者
誘　発　数

2,074 333 288

データ入力(①需　要) 結果表

生 　   産
誘  発  額

波及効果倍率
(生産誘発額･合計(総合効果)÷需要額)

2,710

雇用者所得
誘  発  額

8,829 1,274

(単位：百万円､四捨五入のため合計と内訳は必ずしも一致しません。)

直 接 効 果
合      計
（総合効果）

第１次波及
効      果
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１　構造と見方

出典：総務省統計局･政策統括官(統計基準担当)･統計研究研修所「産業連関表の仕組み」より
　　　(https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/data/io/system.htm)

２　作成機関および作成年

３　県民経済計算（ＳＮＡ:System of National Accounts）との違い

　県民経済計算（ＳＮＡ）が経済活動から生み出される付加価値に着目してその規模や再分配
の状況をまとめた表であるのに対して、産業連関表は需要と供給の関係に着目して、生産活動
のために投入される財・サービスの構成や、産業間あるいは他地域との取引関係をまとめた表
です。ＳＮＡでは把握できない産業間の交流等を把握できるため、地域経済の詳細な分析の
他、経済波及効果の算出に用いることができます。
　ＳＮＡが毎年作成されるのに対して、産業連関表は作成に使用する統計データの量が膨大で
あること等の理由により、５年おきの作成となります。また、ＳＮＡがある１年度(年度)を対
象に作成されているのに対して、産業連関表は１年間(暦年)を対象に作成されています。

　産業連関表(取引基本表)を縦(列)方向に見ると、財･サービスの生産にあたって投入された原
材料および粗付加価値の構成が示されており、横(行)方向に見ると、生産された財･サービスの
販売(産)先の構成が示されています。

　全国表は、総務省など10府省庁が、西暦の末尾が０または５の年を対象年に５年おきに、共
同で作成しています。ただし、平成23年表については、推計の基礎データとなる統計の実施年
次に合わせるため、例外的に2011年を対象に作成されています。

　滋賀県では、昭和35年(1960年)、38年(1963年)、40年(1965年)、50年(1975年)、平成２年
(1990年)、７年(1995年)、12年(2000年)、17年(2005年)、23年(2011年）に次いで、今回が10
回目の作成となります。

参　考 産　業　連　関　表　の　概　要
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